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研究要旨： 

 シンガポールの在住人口の将来推計を実施し、今後人口変動の

パターンと要因を探った。このため、1957～2013年の人口動態の

分析を通じ、過去の趨勢を反映した場合の将来の出生率、死亡率

と純移動率を独自に設定した。また、人口動態率を個別に変化さ

せた場合のシミュレーション分析を実施した。 

 分析結果から、人口動態率に関する仮定のなかで、将来の移動

率が人口変動に及ぼす影響が出生率や死亡率に比べ大きいことが

わかった。また、過去の趨勢にしたがってコーホート出生率が低

下し続ける場合、シンガポールの人口の高齢化や人口減少速度は

、シンガポール政府統計局の推計結果よりさらに深刻になる可能

性が指摘された。 
 

Ａ．研究目的 

 人口の将来推計は、シンガポールの人

口政策、移民政策、家族政策、住宅政策、

労働・雇用政策、国土政策、税制や社会

保障といった幅広い政策立案の基礎とし

て用いられており、政策立案に欠くこと

のできないものである。しかしながら、

シンガポール政府機関が実施した将来推

計のうち、広く利用可能な推計結果は限

られており、推計の仮定値や手法につい

ての説明も限定されているため、将来の

人口変動の要因を探ることは困難であ

る。 

 本稿では出生と死亡に関し過去の趨勢

にしたがって今後も変化する場合の独自

の推計を行うとともに、出生率、死亡率、

移動率のそれぞれの人口動態率を個別に

変化させた場合に将来の人口がどのよう

に変化するのかに関するシミュレーショ

ン分析を実施し、これらの推計結果を比

較することでシンガポールにおける今後

の人口変動のパターンと要因を検討する

ことを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究は①戦後期以後の人口変動に関

するデータ収集及び分析、②将来推計を

実施するための人口変動モデル開発、③

シンガポールにおける高齢化の動向及び

見通しと人口変動のパターンと要因の分

析からなる。 

 なお、2014年度は 3年目にあたるが、

シンガポールについてインターネット等

の経路を通じ入手可能なデータは非常に

限られており、現地調査によって、国内

では入手が困難な資料の収集を行った。

また、シンガポールにおける少子化と高

齢化の歴史的な経緯と現状把握ならび

に、人口政策の歴史的な経緯と現状を把

握するために、シンガポールにおけるデ

ータ収集と文献調査、専門家からのヒア

リング調査を実施した。これらの資料を



 

 

整理・分析し、調査報告書を作成した。

2014 年度は上記①～③の課題を総合的

に検討した。 

（倫理面への配慮） 

調査実施の際には、調査対象者の人権と

プライバシーの保護には細心の注意を払

った。   

 

Ｃ．研究結果 

 本研究では、1957年から 2013年のシ

ンガポールにおける男女年齢別静態人口

及び 1953年から 2013年の人口動態統計

による出生及び死亡に関するデータを用

いて、母の年齢別出生率と出生性比、男

女年齢別死亡率、男女年齢別純移動率の

推移を分析し、それぞれの変動パターン

をモデル化した上で、将来予測を行って、

出生率御及び出生性比、死亡率、純移動

率に関する仮定値を独自に設定した。そ

して、シンガポール政府が 2015 年時点

で公表している将来推計（以下、公式推

計）では、将来の純移動率ではなく、転

入超過数の規模が仮定されているため、

公式推計と整合的で比較可能な推計結果

を得られるよう推計手法についても検討

して、独自の推計を実施した。 

 将来の母の年齢別出生率の将来推計に

は、一般化対数ガンマ分布モデルを用い

た（Kaneko(2002)、金子（2009））。わ

が国と比べ、シンガポールでは利用でき

るデータが限られているため、出生順位

計の母の年齢別出生率を対象とし、次の

手順で将来の年次別母の年齢別出生率を

えた。まず、よく知られているように期

間出生率に比べコーホート出生率の推移

は安定的であり、将来の見通しとしては

コーホートの趨勢を投影できることが望

ましい。シンガポールでは 1968～2013

年の各年の年齢別出生率データが利用可

能であるが、基本的に 5 歳階級でしか出

生率データがない。そこで、t年の x-5～

x-1歳から x～x+4歳の母の年齢 5歳階級

別出生率が直線的に変化していると仮定

して、t 年の x-4～x+1 歳から x-1～x+3

歳の出生率を補完し、t年から t+31年の

出生率データを用いて t-x-5～t-x 年出生

コーホート（t年に x～x+4歳）の 15～19

歳、16～20歳、…、44～48歳、49歳の

出生率を再構成した。 

 次に、このように再構成された出生コ

ーホート別の年齢別出生率に対し、一般

化対数ガンマ分布モデルを用い、出生コ

ーホート別にみた出生率の年齢スケジュ

ールを 4 つのパラメータで近似した。そ

して、4 つのパラメータを VAR（Vector 

AutoRegressive）モデルで補外し、将来

の年齢別出生率を予測した。 

 予測されたコーホートの年齢別出生率

を年次別に組み替えて将来の母の年齢別

出生率をえた。なお、十分な長さのコー

ホート出生率が観察可能なコーホート数

が限られていることもあり、1990～1995

年出生コーホートを参照コーホートと

し、1990～1995年以後のコーホートの年

齢別出生率は一定と仮定した。 

 公式推計では 2013 年の母の年齢別出

生率（合計出生率は 1.19）が 2013 年か

ら 2060年まで固定されているが、このよ

うに過去のコーホートの出生率低下の趨

勢を反映させた期間出生率は 2010～

2015年に 1.24だが、2020～2025年 1.10、

2025～2030 年に 1.09 となり、以後ほと

んど変化しない見通しとなった。 

 出生性比については、出生月別男児女

児出生数データを用いて、1955年 7月か

ら1960年6月以後、2005年7月から2010

年 6 月まで、人口センサスと一般世帯調

査間の 5 年間の出生数の性比（女児 1 人

あたり男児）を観察したところ、1.07 前

後で推移していた。そこで、2000 年と



 

 

2010 年の人口センサス間（2000 年 7 月

～2005年 6月と 2005年 7月～2010年 6

月）の平均である約 1.069 を将来の出生

性比とした。 

 将来の男女年齢別生残率の設定には、

将来の生命表を用いた。まず、1957年と

1968 年から 2013 年まで各年の年齢別死

亡率の推移を検討し、国際的にも標準と

なっている Lee-Carterモデル（Lee and 

Carter 1992）を用いて将来の年齢別死亡

率をえた。これを用いて将来の生命表を

作成し、生命表生残率を計算し、男女年

齢別に期首年と期末年の平均をとること

で将来の期間生残率仮定値を設定した。 

 設定された期間生残率で生命表を作成

し、平均寿命を計算したところ、男子人

口については、1957 年は 60.2 歳であっ

たが、1980 年に 68.9 歳、2000 年 75.6

歳、直近の 2013 年は 79.9 歳と急速に伸

長してきた。今後は 2010～2015年の 78.9

歳から 2015～2020 年には 80.0 歳にな

り、2025～2030年 82.0歳、2055～2060

年には 86.7歳になる見通しである。女子

人口についても平均寿命は急速に伸長し

ており、1957 年の 66.6 歳から 1980 年

74.4歳、2000年 80.7歳、2013年に 85.1

歳と推移してきた。今後は、2010～2015

年の 83.9 歳から 2025～2030 年の 86.3

歳を経て、2055～2060 年には 89.4 歳に

なる見通しとなった。 

 これは、公式推計で用いられている死

亡率に基づく男女計の平均寿命（2030年

に 84.9歳、2060年には 87.7歳）と比較

すると、生残率は。2030年前後までは大

きな差はないが、2040年代以後はやや大

きめになっている（男女計の平均寿命は

2025～2030 年は 84.4 歳、2030～2035

年は 85.2 歳で、2055～2060 年は 88.6

歳）。 

 国際人口移動については、政策の影響

を強く受けるため、過去の趨勢のみから

設定することはできない。シンガポール

政府 (2013)「人口白書」によると、今後

年間 15,000～25,000 人のシンガポール

市民、年間約 10,000人のシンガポール永

住件保持者を受け入れる予定であり、公

式推計においては、年間 28,100人の転入

超過が仮定されている。そこで、公式推

計と同じ 5 年で 140,500 人の転入超過を

仮定した。公式推計では、転入超過人口

の男女年齢構造は公表されていないの

で、過去の純移動率の推移を分析し、過

去の趨勢を将来に投影することで純移動

率仮定値を設定した。 

 将来推計に純移動率を用いて、期首の

男女年齢別に純移動率を適用し計算され

る転入超過数（男女年齢計）は、別途仮

定する転入超過数とは合致しない。そこ

で、将来の人口を計算する際、転入超過

数の仮定と整合的なように将来の純移動

率を男女年齢構造が維持されるよう一律

に補正する手法を開発し、推計実施の際

に用いた。 

 シンガポールにおける在住人口の将

来推計結果について、過去の趨勢を検討

して設定した出生率、生残率及び純移動

率の仮定値を用いた独自推計結果と、公

式推計を比較すると、シンガポール在住

人口総数については公式推計では 2040

年前後に減少に転じるのに対し、2060

年まで増加し続けており、公式推計に比

べ 20～64 歳人口も 65 歳以上人口も多

く、独自推計で推計された人口の方が総

じて多くなっていた。また、今後の出生

率が過去の趨勢にしたがって低下する場

合には、今後 50年間で在住人口を 20万

人ほど減少させることなどがわかった。 

 

 

Ｄ．考察 



 

 

 シンガポール政府統計局の公式推計で

は出生率が固定されており、転入超過人

口の男女年齢割合も明らかにされていな

いため、今後の人口変動の要因について

あまり詳しいことはわからない。そこで、

将来の人口動態率（出生、死亡、国際人

口移動）をそれぞれ個別に変化させる 5

種類のシミュレーション分析を行い、人

口動態率が将来の人口構造に及ぼす影響

のパターンと要因を分析した。 

 5つのシムレーションのうち、第 1のも

のは、2010～2015年から 2055～2060年

の母の年齢別出生率を公式推計と同じ

2013年の値（TFRで 1.19人）に固定す

る場合であり、「出生率一定」と呼ぶ（以

下のケースも同様に、独自推計のために

設定された仮定値を一つずつ変える）。

第 2は、2010～2015年から 2055～2060

年の男女年齢別生残率を 2005～2010 年

の値（平均寿命は男性 78.9歳、女性 84.2

歳）に固定する場合であり、「生残率一

定」と呼ぶ。 

 残る 3 つの種類の推計は国際人口移動

に関する仮定が将来の人口に及ぼす影響

をみるものである。第 3 が、純移動率を

男女年齢間で一定にして、純移動人口を

期首人口の男女年齢割合で割り振る場合

であり、「移動率一定」と呼ぶ。この場

合も、転入超過数は独自推定で設定した

値（5 年で 140,500 人の転入超過）に合

致させるので、純移動人口の男女年齢割

合だけが変化する。第 4 は、将来の転入

超過数を半減させ、5年間の転入超過数を

70,250 人とする場合であり、「転入数半

減」である。最後に、将来の転入超過数

がゼロである場合を仮定する「封鎖人口」

についても示した。 

 このような人口動態率に関する 5 つの

シミュレーションの結果を用いて、独自

推計や公式推計による今後の人口変動の

要因を調べたところ、シンガポール在住

人口総数に対しては、封鎖人口の仮定が

最も大きな影響を及ぼしていた。 

 封鎖人口に続いて在住人口総数に及ぼ

す影響が大きいのは、転入数を半減させ

る場合、そして純移動率を男女年齢間で

一定にする場合の順であった。これらは、

いずれも国際人口移動に関する仮定であ

り、将来のシンガポール在住人口の規模

は移民政策に強く左右されることがわか

った。 

 また、人口減少の開始時期、高齢化の

進行度合いも、社会増加率の大きさと深

く関わっていた。たとえば、2010年を 100

とした場合の 2060年の 20～64歳人口の

指数は、独自推計の 105.7 に対し、封鎖

人口は 56.9 になっていた。20～64 歳と

いう年齢層では死亡率の水準がそれほど

高くなく、出生率の差の影響も推計期間

の後半に入らなければ現れないので、国

際人口移動の状況が反映される結果とな

る。さらに、生産年齢人口の減少は再生

産年齢女子人口の減少をともなうので、

封鎖人口でシンガポールが外国人の受け

入れを停止した場合、今後 2060年までの

50年間に 0～19歳のシンガポール在住人

口は半減することになる。また、人口の

年齢構造を変化させるため、封鎖人口の

高齢者支援率は独自推計の約 3 分の 2 程

度になり、シンガポールが外国人の受け

入れを停止した場合には 2060 年には 65

歳以上人口5人あたりの20～64歳人口は

約 9 人から約 6 人に減少することになっ

た。 

 

 

Ｅ．結論 

 シンガポールの在住人口の将来推計を

独自に実施し、人口動態率が人口構造に

及ぼす影響のパターンと要因の分析を通



 

 

じて、とくに国際人口移動が将来の人口

規模及び人口構造へ及ぼす影響が大きい

ことがわかった。公式推計における国際

人口移動に関する仮定の詳細は公表され

ていないことが、将来の人口の見通しの

パターンと要因を不明瞭にしている。本

稿で実施した将来の人口動態率（出生、

死亡、国際人口移動）をそれぞれ個別に

変化させる 5 種類のシミュレーション分

析を通じ、公式推計においては転入数半

減程度の転入超過数（推計期間中の 5 年

毎の転入超過人口は 70,250人）を最近の

純移動の男女年齢構造に近いもので割り

振っている可能性が高いことがわかっ

た。 

 独自推計（推計期間中の 5 年毎の転入

超過人口は 140,500人）では 2030年前後

に自然減少を開始していたが、転入数半

減程度の転入超過数（推計期間中の 5 年

毎の転入超過人口は 70,250人）の場合に

は 2025年前後に自然減となる。また、今

後出生率が過去の趨勢にしたがって低下

し、生残率が改善すると、独自推計と比

較して、65歳以上人口の増加は抑制され

るものの、より急速で深刻な少子化と若

年人口の減少が起こり、高齢者支援率は

低下することが予見される。 
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